
ガバナンス研究部会（第３３３回）議事録 

 

日時：202６年７月１０日（金）午後６時～８時 

場所：WEB 会議 

出席者：（計１９人） 

 

【定例研究発表】 

１ AI時代に求められる CGの変容～AI 時代の社外取締役・監査役に求められる知識・知恵・     

心構え～（山本正部会員） 

＜概要説明＞ 

○ はじめに：AI 文明転換期とガバナンスの変容 

生成 AI の急速な進展により、企業経営の意思決定基盤は「人間が人間をガバナンスする」

前提から、AI と人間が協働する「知識システム」へと変容。社外取締役・監査役には、こ

のパラダイムシフトを認識し、「知識・知恵・心構え」の三軸からガバナンスのあり方を再

構築することが求められる。AI時代のガバナンスの本質は、「人を統治する制度」から「知

性を設計する制度」への進化である。 

○ 求められる「知識」：リテラシーと統制の要諦  

社外取締役には、AI の機能原理（ハルシネーション等）の理解に加え、学習データの品質、

AI エージェントの自律性等の実践的リテラシーが不可欠。特に、AI 導入に伴う内部統制

は、従来の財務・業務統制から、雇用の変容や人的リスクを直視する「人的資本管理統制」

へと次元を変える必要がある。AI 移行計画の透明性確保、リスキリングの実効性担保、組

織の心理的安全性のモニタリング等が、新たな監査・監督の要諦となる。 

○ 求められる「知恵」：問いの設計力  

AIが提案する「最適解」を無批判に受け入れないため、「その AI のデータ根拠は何か」「AI

が提示しない選択肢は検討したか」「社会倫理的な影響は評価したか」といった問いを日常

的に発することが不可欠。また、AI の自律的な動作に対する行動原則「ガードレール」を

設計・監視し、ブラックボックス化するリスクを見抜く知恵が求められる。 

○ 求められる「心構え」：感性・美意識・倫理観・社会との信頼関係 

水谷雅一の経営価値四原理（効率・競争・人間性・社会性）を現代的に再構築すべきだ。

AI は業務効率を極限まで高めるが、同時に「競合との同質化」を招く。この圧力の中で、

感性・美意識・倫理観・社会との信頼関係といった人間固有の領域こそが、AI に模倣でき

ない「競争優位の源泉」となる。 これからの経営倫理は、事後的な「責任倫理」から、AI

の設計と監督を問う「設計倫理」へと転換される。倫理は「制約」ではなく、未来の市場

を創造するための「差別化資産」である。 

○ おわりに：問いを持つ人間こそが未来を守る 

AI 時代における取締役会は、単なる AI の承認機関に堕してはならない。AI という強力な

パートナーを正しく導き、それに倫理的な意味を与えるのは「問いを持つ人間」の役割。

日本に伝わる「三方よし」や「論語と算盤」の系譜を土台とし、AI時代における「技術の

加速」と「人間的価値」の統合を成し遂げることこそが、成熟社会のガバナンスの使命で



ある。 

 

２．人権問題の本質と今後の展望～パーパス・ミッション・ビジョン・コアバリュ等に基づ

く人権宣言（方針）の SHを含む社内外への徹底～（今井祐部会員） 

＜概要説明＞ 

○ そもそも、人権とは何かを考えると、まず、「誰」の権利かを考える。企業に関わる「誰」

はサプライチェーン全体のステークホルダー即ち、海外を含む従業員・取引先・消費者・

地域住民などである。次に、「何」の権利かを考えると、1948年の世界人権宣である。こ

れには、生命の権利、労働の権利、健康への権利、教育の権利など、誰もが差別なく享受

する人権が具体的に規定されている。次に、我が国の人権問題を論じる。 

○ 我が国の人権に関する基本的問題は、２０２２年９月の政府による人権 DDG 以来約４年

間の空白期間がある。政府は速やかに以下の４点に付き制定・批准に関し検討開始すべき

である。①人権 DD 法の制定。②米国人権侵害制裁法（グローバル・マグニツキー法）及

び米国ウイグル強制労働防止法（トランプ相殺関税に替わる新関税法の根拠法となる）の

日本版の制定に付き慎重なる検討。特に、中国新法「民族団結進歩促進法」に留意。③国

際人権（自由権）規約に付帯する第一選択議定書の批准に向け検討を開始すること。④ILO

宣言の「雇用及び職業についての差別待遇に関する条約（111号）」等に未批准であるが、

批准に向け検討開始すること。但し、女性賃金の低さ、非正規社員の同一労働同一賃金に

向けた条件修正が先決。また、外国人受け入れ政策は人口減少社会に伴う労働力不足の観

点から「調和と秩序の均衡」を伴った改正が必要である。 

○ 次に、国連女性差別撤廃委員会からの勧告に付き、検討・批准を進める事。①選択的夫婦

別姓の導入（「経団連・連合は賛成）。②「男系男子」が皇位継承を定める皇室典範の改正

は国民の総意に基づくべきである。 

○ 国連障害者権利委員会から日本政府へ勧告の検討を進めること。障害者差別解消法におけ

る、救済の手続きを進め、社会の全てにおいて障害者の本当のインクルージョンを含む

DEIB の重要性を認識し、合理的配慮のための具体的な法的基盤整備を進めること。 

○ ジェトロによる２０２２年の調査によると、人権方針を策定していると回答した企業は、

大企業では 76%だった。一方で、中小企業では 32.5%に留まる、その理由は法的義務が

ないこと及び、人員・知識不足等である。トヨタの「仕入先サステナビリティガイドライ

ン」は参考になる。 

○ ２０２４年版中小企業白書によると「大企業はサプライチェーン企業を人権宣言等で指導

すべき」とある。①「従業員を大切にする人材経営」、②人権 DD 実施状況（実施ないし、

検討中が 49,1%）、③人権方針（作成済みないし、開始検討中が 49,9％）等である。 

○ 取締役会は、「経営理念等に基づき国際的に認められる人権宣言（方針）のコミットメント

を審議・決定すること。これには、グローバル企業は欧州・米国等の人権法等の遵守を含

めること。これを受けて経営トップは PDCA サイクルを回して、ビジネスと人権に関する

国連指導原則に従い、人権宣言（方針）を組織の DNA に組み込む施策（委員会の設置、

救済措置の設置等）が重要。正に「経営倫理」の出番である。 

【次回開催日】９月１８日（金） リアル開催 


